
1 ．はじめに
　災害によって被害を受けた事業所の操業能力や
売上水準等の回復は，事業所自体の設備等の復旧
に加えて，ライフラインの復旧状況にも大きく影

響を受ける。そのため，災害の経済的影響を評価
する観点から，ライフライン供給停止による事業
所への影響評価に関する様々な研究がおこなわれ
てきた1-4）。特に，ライフラインの途絶下におい
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ても残存する生産やサービスの遂行能力はライフ
ラインレジリエンスファクター（ライフライン途
絶抵抗係数）と定義され，専門家アンケート1）や
事業所調査2-3）に基づいた推計がなされている。
また，個別の災害における実証的な研究として，
東日本大震災で被害を受けた事業所へのアンケー
トを通じて，ライフラインレジリエンスファク
ターが推計され，既往研究と整合的な結果が報告
されている5）。
　一方，ライフラインの中でも交通インフラのレ
ジリエンスファクターについては，実証的な研究
が進められていないのが現状である。東海豪雨災
害を事例とした事業所被害の分析では，営業に支
障を与えた要因として，交通状況の悪化による通
勤不能，部品の供給不能が挙げられている6）が，
その影響についての定量的な分析まではなされて
いない。また，パキスタンで2010年に発生した洪
水においては，交通インフラに依存している事業
者やサプライチェーンが混乱した状況下にある事
業者ほど，回復に時間がかかることが示されてい
る7）が，回復に与える影響までは示されていない。
本研究の成果に近い研究としては，ATC-251）によ
る仮想的な状況下におけるアンケート調査を基に，
高速道路，鉄道，航空のそれぞれの機能停止状況
下における各産業の生産能力への影響を定量的に
示した事例がある。
　しかし，実際の災害を対象とした研究事例はほ
とんど存在しない。この原因として，災害時の交
通インフラの状態の定義が難しいことがある。ラ
イフラインのうち，電気，ガス，水道については，
使用可，使用不可の 2区分で考えられることが多
い。一方，交通インフラの場合，ある道路が通行
止めとなっても，う回路があり，時間をかければ
移動可能な場合が多い。また，通行止めの復旧過
程の中で，片側通行が可能になり，平常時の半分
程度の通行量となることもある。さらに，復旧車
両等による交通量の変化も考慮する必要がある。
すなわち，産業部門の生産能力に影響を与える要
因の一つである交通インフラについて，道路ネッ
トワーク全体を対象とした交通機能を評価できる
指標が必要となる。ここで，本論文では，交通機

能として，ある地点からある地点に移動する交通
量やその水準と定義し，道路ネットワークの交通
機能といった場合は，ある地点から他の地域に移
動，あるいは他の地域からある地点に移動する交
通量やその水準を指す。このような問題に対して，
交通量又はその水準を通じた交通機能の把握は，
プローブ情報，携帯電話の位置情報，車両感知器
データ等を用いて様々な方法が試みられてきた。
例えば，平成30年 7 月豪雨時の呉市における交通
量と旅行時間の変動特性の把握8），熊本地震にお
ける車両感知器データを基にした交通量の推計9），
函館市における滞留人口データを基にした平常時
の交通手段別 OD交通量推計10）がある。しかし，
これらの研究8-9）は，災害時の特異な変動を確認
しているものの，平常時との差異を定量的に比較
し，指標とできるかどうかの検討は行われていな
い。着目する地点あるいは地域を含む広域的な道
路ネットワーク全体の交通機能を評価するために
は，すべての道路あるいは幹線道路の状態を把握
する必要がある。参考になる事例として，道路
ネットワークのリスク・レジリエンスの推計にお
いて，利用者の時間損失と距離損失を基に指標が
作成されている11）が，道路ネットワークを設定す
る必要があり，広域の道路ネットワークを対象と
する場合は対象が複雑になるといった問題がある。
以上が原因と想定されるが，交通インフラの回復
状況に合わせたレジリエンスファクターの推計は
まだなされていない。
　そこで，今回着目したのが，前述したような交
通量の推計にも用いられている携帯電話の位置情
報を基にした滞在人口データ（NTT Docomo）で
ある。携帯電話の位置情報は，鎌倉市での移動人
口の推定12），東日本大震災時の仙台市の復旧過程
の把握13），豪雨時の人の行動分析14），熊本地震時
の行動パターンの回復過程の推計15），2014年の広
島市における土砂災害後の人口移動の分析16）に使
われており，高い空間分解能で広範囲の時空間情
報であるといった特徴がある。筆者らは，災害に
より被害を受けた事業所の経済被害の推計を目的
としており，任意の場所の交通機能を推計するた
めに，携帯電話の位置情報の活用を検討した。本

黒田・梶谷・多々納：交通機能低下に対する産業部門のレジリエンスファクターの推計174



論文では，携帯電話の位置情報を基に広域的な道
路ネットワークの交通機能を示す代理指標（以下，
交通機能の指標）を提案した。地域間流動人口の
減少量に応じて交通機能に制約が生じたものと仮
定している。実際の道路の復旧過程ではなく，そ
の結果として生じる，人口流動に着目した指標で
ある。本指標から推計される交通インフラの回復
過程とともに，事業所アンケートから得られた事
業所の回復過程より，両者の関係をモデル化し，
交通のレジリエンスファクターを推計した。さら
に，推計結果をもとに，交通機能の指標と売上水
準の関係を考察する。

2 ．対象とする災害と研究方法
2. 1　研究で使用するデータの概要
　平成30年（2018年）6 月以降，西日本を中心と
して全国的に広い範囲で発生した記録的な大雨に
より，広域的かつ同時多発的に，河川の氾濫，が
け崩れ等が発生した。その結果，浸水等による直
接的な被害により操業停止を余儀なくされた事業
所の他，ライフライン被害により操業停止せざる
を得ない事業所も発生した。また，部品工場の被
災や主要道路の通行止めによりサプライチェーン
が寸断され，広島県を拠点とする自動車メーカー
をはじめ，多くの工場で操業停止が発生したこと
が報告されている17）。
　呉市においては， 7月 6日に大雨特別警報が発
表された後，図 1に示すように，同日に広島市と

呉市を結ぶ国道31号，高速道路（広島呉道路）が
被災し通行止めとなった。同時に，その他の幹線
道路ネットワーク（東広島・呉自動車道，国道
375号等）も完全に寸断される状況となった。そ
の後，段階的に通行止めが解除された。そのほか
の地域では，おおむね 1～ 2週間程度で主要な道
路の通行止めは解消されている。これらの状況下
における，携帯電話の位置情報及び事業所アン
ケートを分析する。
　携帯電話の位置情報は，500 mメッシュ（ 4 次
メッシュ）単位の滞在人口を示したもので，平成
30年 7 月豪雨前後となる2018年 6 月 1 日～2018年
9 月30日について 1時間毎に計測されている。分
析の範囲は，平成30年 7 月豪雨において被害が大
きかった広島県である。滞在人口に加えて，図 2
に示すように，市区町単位の居住地情報を有して
おり，これを用いて後述する流動人口を推計した。
また，利用交通機関や来訪頻度は把握できない，
個人を特定できないように10人未満の人口データ
が除去されている，といった点に注意が必要とな
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図 1　道路の復旧経緯18-22）
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日付 居住地 人口
６月１日１２時 A市 １２１人
６月１日１２時 B市 １１人
６月１日１２時 C市 ２５人
６月１日１２時 D市 １４人

・
・
・

図 2　携帯電話の位置情報概要
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る。なお，前述した居住地情報を付加したデータ
（以下，データ 1）に加えて，筆者らは居住地情
報を付加していないデータ（以下，データ 2）の
2種類を保有している。データ 1は，居住地情報
を付加することにより，各時刻の人口データが分
割されて10人未満のデータが除去されているため，
データ 1における人口総数はデータ 2より少ない。
　事業所アンケートは，平成30年 7 月豪雨により
被害を受けた事業所に対して実施したもので，ラ
イフラインの被害の影響を含んだ操業水準及び需
要の影響を含んだ売上水準等の回復過程を聴取し
た。さらに，各種ライフライン被害日数等の被害
様相やその他事業所属性についても設問した。こ
れらの詳細については，既往研究23）を参照とする。
アンケートの回答により，浸水被害や交通インフ
ラ以外のライフライン被害が生じていない事業所
を抽出し，分析対象とした。図 3に示した箇所の
もので，交通機能の指標の計算も，同様の箇所で
行った。

2. 2　交通機能の指標の計算方法
　以下では，携帯電話の位置情報から交通機能の
指標を計算する方法を説明する。まず，交通の遮

断が90日と長期に渡った呉市について，人口変動
から道路の復旧過程が概観できることを示す。図
4は，呉市における非住民の人口変動を時間単位
で示したものである。携帯電話の位置情報による
と，呉市の非住民は，居住地が広島方面（広島市，
安芸郡），東広島方面（東広島市），江田島方面
（江田島市）の人が 9 割以上であり，これらにつ
いて示す。 6月は規則的な変動を示しているが，
市内各所で通行止めが生じた 7月 6日以降，不規
則な変動を示し，その後，徐々に元の規則的な変
動に戻る（回復する）傾向を示している。広島方
面の場合，国道31号の通行止めが解除された 7月
11日，広島呉道路の通行止めが一部解除された 7
月13日以降，徐々に回復している。お盆（ 8月11
日～ 8 月19日）に変動の状況が変わっているが，
お盆の後は概ね水害前の変動に近い傾向を示して
いる。東広島方面の場合，東広島・呉道路が復旧
した 7月10日以降になると，変動幅が小さいが水
害前と同様な規則的な変動を繰り返している。そ
の後，徐々に変動の下端が元の水準まで戻り，国
道375号の通行止めが解除後の平日となる 8 月20
日ごろから，変動の上端も元の水準に戻りつつあ
る。江田島方面の場合， 7月末には呉市の道路が

製造業

非製造業 広島市安芸区（従業員5人）

熊野町（１）（従業員20人）

熊野町（２）（従業員4人）

福山市（従業員2人）

尾道市（従業員6人）

呉市（４）（従業員8人）

呉市（３）（従業員6人）

呉市（２）（従業員2人）

呉市（１）（従業員10人）

国道2号

国道375号

東広島・呉
自動車道

国道487号

国道31号

広島呉道路

図 3　交通機能の指標及び事業所回復過程の推計箇所（アンケートを回答した事業所の位置）
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復旧しており，変動の幅は同時期に元の水準に
戻っているが，下端は元の水準に戻っておらず，
9月末に戻っている。江田島市では多数の土砂災
害が発生し，これらの復旧の影響と考えられる。
このように，非住民の人口変動が，概ね道路の復
旧状況を反映していることがわかる。今回，分析
を行った広島市安芸区，熊野町，尾道市及び福山
市でも同様の傾向があり，人口変動と道路の復旧
過程に概ね関係があることがわかる。
　次に，人口変動から想定される人口流動が事業
に及ぼす影響について整理し，道路の復旧過程と
事業への影響について概観する。表 1は，住民と
非住民の流動について整理したものである。①は，
住民の市内の移動を想定している。通行止め等に
より，市内の移動が制限されると，通勤，出入荷，

需要の変動を通じて，事業への影響も大きいこと
が想定される。ただし，①は浸水地域で生じるこ
とが想定され，浸水による事業所の施設被害及び
回復が卓越するため，交通機能低下の影響は小さ
いケースが多く，本研究では考慮しない。また，
携帯電話の位置情報では，市内の動きを直接観測
することはできず，指標として用いることができ
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表 1　人口流動の特徴

移動 事業への影響※ 計測の
容易さ 指標

① 住民 近傍 〇 × ×
② 住民 遠方 〇 △ △
③ 非住民 近傍 △ × ×
④ 非住民 遠方 〇 〇 〇

※　通行止め等による道路機能低下時を想定
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ない。②は，住民の市外への移動を想定している。
市外への移動が制限されると，市外事業所への通
勤，出入荷等に影響し，事業への影響も大きいと
想定される。一方，携帯電話の位置情報は，行先
情報を有しておらず，また居住地情報が市単位で
あることから，広域でしか把握できず，指標とし
て用いるには後述する④に比べて不適である。③
は，非住民の市内の移動を想定しており，市外か
らの通勤者や旅行者等の市内での活動を表す。市
内での移動が制限されても，観光地等でのサービ
ス業を除くと事業への影響は少なく，また観測す
ることができないため，指標として用いることが
できない。④は，非住民が通勤，出入荷で市内に
移動することを想定している。非住民の市内への
移動が制限されると，事業への影響が大きく，ま
た観測も容易であるため，指標として用いること
ができる。水害の被災地では，復旧のためにより
多くの人的資源を必要とするため，地域間移動の
需要減少は発生せず，むしろ混雑が問題となるこ
とが多い。呉市においても渋滞が問題となり，通
行止め区間における都市間バスの緊急通行の許容，
バス・災害車両等の専用レーンの設置等の対策が
取られた18,20）。また，災害後は平常時とは異なる
移動者（通勤者の代わりに復旧関係者）が含まれ
るが，総体としての流動人口の減少量の主要因は，
交通インフラ被害による交通機能の低下と想定し
ている。ただし，復旧関係者により流動人口が災
害前を上回ることもあり，時間帯別滞留人口の分
析などによって，操業時間外の流入人口について
も分析するなどの追加検討が必要となる。こうし
た全時間帯の滞留人口を考慮した交通機能の指標
の定義については今後の課題としている。
　以上を踏まえて，非住民の流動人口を交通機能
の指標として用いる。非住民人口は，夜間に 0人
となっていないことが多く，何らかの事情により
夜間も滞在している。そこで，非住民の昼間人口
と夜間人口の差を流動人口（流入を正とする）と
定義し，交通機能の指標とした。曜日ごとの変動
や土日祝日の変動を除くため平日平均を実施する
とともに，流動人口の変動を各メッシュ間で比較
するために，災害前の平均値で正規化した。なお，

居住地情報を付加したデータ 1は，前述したよう
に居住地情報を付加していないデータ 2と比較し
て除去されたデータが存在し，平均して10人／
時・メッシュ程度の差異が生じている。事業所が
存在するような滞在人口が多いメッシュでは，住
民データが10人未満となり除去されることは少な
いため，データ 1とデータ 2の差異を除去された
非住民データとみなして，データ 1の非住民人口
に加えて補正した。また，携帯電話の位置情報で
は今回示したように非住民の遠方データのみしか
把握できず，他のデータと組み合わせる等により，
住民の近傍の移動データを用いた場合に，指標の
精度が上がるかどうかについても，さらなる検証
が必要となる。

2. 3　交通機能低下時の売上水準の推計方法
　事業所アンケートでは，図 5に示す回復過程の
例のように，各水準に達した日数を得ており，こ
れを基に，回復過程を推計した。浸水被害や交通
インフラ以外のライフライン被害が生じていない
事業所についてのみ推計したものである。これを，
交通機能低下時の売上水準とみなした。その結果，
前述の図 3に示したように，分析の対象が極端に
少なくなっている。各種被害の影響を個別に考慮
でき，交通インフラ被害のみの影響を抽出できる
ような回復モデルを作成し，本論文では分析対象
外としたアンケートを分析の対象とすることが，
今後の課題となっている。

時間の経過

売上等の水準

100%

↑
被害の発生

50%

75%

販売開始
↓

0%

25%

図 5　回復過程の例
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2. 4　交通レジリエンスファクターの推計方法
　アンケートを回答した事業所の立地場所（ 4次
メッシュ単位）を基に，交通機能の指標の回復過
程と事業所の売上水準の回復過程を関連付ける。
その結果，各事業所において，交通機能の指標と
売上水準の関係が複数の時間断面において得られ
るため，これらを以下の式でモデル化した。

　R（Ft）＝exp（w（1－Ft）） （ 1）

　ここで，Ftが交通機能の指標を示し，その範
囲は 0～ 1である。ただし，災害後は元の水準以
上に交通機能の指標が増加することもあり， 1以
上を示す場合もあるが，元の水準を意味する 1を
上限としている。Rが売上水準を示し， 0～ 1 の
範囲となる。wがパラメータであり，今回得られ
た標本に適合するように求める。交通機能の指標
が 1に回復すると，事業所の売上水準が 1に回復
するようなモデルとしている。パラメータの推計
にあたっては，式（ 1）の両辺について対数を取
り，最小二乗法で推計した。交通機能の指標と売
上水準の関係式については，他の関数や誤差項を
含んだモデル等も想定され，今後の課題としてい
る。

3 ．推計結果及び考察
3. 1　交通機能の指標の計算
　本項では，2. 2 で示した方法により計算した交
通機能の指標を示す。まず，通行止めが最大で90
日と長期に渡った呉市について，平均的な回復過
程を図 6に示す。指標の計算ができた185メッ
シュの平均である。同時に，呉市における上位

5％から下位 5％の回復過程の範囲を示した。平
均的な回復過程では， 6月の交通機能の指標は比
較的安定しているが， 7月 6日の国道31号及び広
島呉道路の通行止め後に交通機能が低下し，休日
明けの 7月 9日にはさらに大きく低下している。
その後，道路機能は徐々に回復し， 8月末～ 9月
末に元の水準に回復している。上位 5 ％，下位
5％の回復過程を見てわかるように，回復過程に
は幅があり，水害前の水準を大きく上回る結果も
得ている。これらは，図 7に赤いメッシュで示し
たような場所で，土砂災害により通行止めが発生
した箇所や道路の復旧後に交通が集中した箇所で
生じている。復旧のための流入人口の増加や迂回
してきた流入人口の増加により，災害前の水準を
上回っているものと考えられる。これらの箇所で
の流入人口を居住地別に分析したところ，災害前
後ともに近隣の市からの流入であり，これ以上詳
細な分析が難しい。事業所活動に影響を与える交
通機能の変動と復旧活動等のための交通機能の変
動を分離する必要があり，本指標の課題となって
いる。また，前述したように10人未満のデータの
除去により，水害前から規則的な人口変動が測定
されず，指標の計算ができないメッシュもある。
図 7に示したように，山間部であれば事業所が立
地することが少ないため指標の算出ができなくて
も経済被害の推計に影響はないが，主要な道路付
近のメッシュについて指標が計算できないことは
本手法の課題となっている。
　次に，呉市において，交通インフラ被害のみが
生じた事業所が立地する個別のメッシュ（図 3及
び図 7に示した呉市（ 1）～呉市（ 4））の結果を
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指標算出メッシュ（Ft＜1.2）

指標算出メッシュ（Ft≧1.2）

呉市（１）

呉市（２）

呉市
（３）

呉市（４）

図 7　交通機能の指標の算出メッシュ（呉市）
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図 8に示す。呉市内でも，場所によって交通機能
の指標の低下度合いや回復の過程が異なる。図中
の呉市（ 1）及び呉市（ 2）は国道31号，東広島・
呉自動車道の通行止めが解除された次の週から
徐々に回復しており，これらに依存する流入交通
が災害前後で多いことがわかる。ただし，呉市
（ 2）では， 9 月頃から指標が再低下している。
市外居住者の夜間滞在人口の増加に伴い流入交通
量が減少したもので，災害後における居住場所の
変化等が影響している可能性もある。一方，呉市
（ 3）は，国道31号の通行止め解除後も元の水準
まで戻らず，0.6～0.8程度を推移している。広島
呉道路に依存する流入交通が多く，このような結
果になっているものと推測される。江田島方面に
近い呉市（ 4）でも，国道487号の通行止めが段階
的に解除されるに応じて徐々に回復している。た
だし， 8月末に極端な指標の低下が生じている。
呉市（ 4）の流入交通は江田島方面からが多数で
あるものの，データ 1から確認できるものは20人
／日程度であり，もともとの交通量が少ない箇所
で，交通インフラ被害以外が大きく影響したもの
と考えられる。
　呉市以外について，交通インフラ被害のみが生
じた事業所が立地する個別のメッシュの結果を図
9に示す。呉市に近い熊野町（ 1）では，主だっ
た幹線道路である広島熊野道路の通行止めが 7月
7日に解消したが，その他の道路の通行止めの影
響で，長期に渡って指標の低下が生じている。ま
た，お盆前の 8月10日ごろから再低下が生じてお
り，呉市において渋滞対策が行われた 7月～ 9月
の間に，付近の交通の様相が変化した可能性があ
る。また，熊野町（ 2）でも呉市ほどではないが
水準が低下している。その後も徐々に回復してい
るが元の水準に戻るまでは時間がかかっており，
呉市の交通の混乱の影響が波及していることがわ
かる。広島市安芸区においても，周辺道路の通行
止めが生じた後に指標が低下し，通行規制が解除
された 7月20日以降に指標が回復し始めている。
ただし，広島市安芸区では災害後に指標が1.0を
超える期間が生じている。付近には浸水した箇所
もあり，浸水対応により流入人口が増加し，指標

が災害前を上回った可能性がある。一方，呉市か
ら離れている尾道市では，周辺道路（国道 2 号）
の通行止めが行われた 7月 6日以降，交通機能が
0.9程度に減少し，その後0.9～1.0を推移している。
国道 2号の通行止めは 7月 9日に解除されたが，
付近では土砂災害が発生しており，これらの影響
により，交通機能の低下が生じていたものと推測
される。国道 2号が主たる幹線道路となる福山市
においても，指標が0.9程度に低下後，1.0以上に
回復しているが，福山市では広い範囲で浸水被害
が生じたため，これらの対応により短期間に流入
人口が上昇したものと見られる。以上のように，
各幹線道路の復旧状況と交通機能の指標には，特
に災害発生直後について整合的な部分が多い。

3. 2　�交通機能低下時の事業所の回復過程の推
計

　以下では，2. 3 に示した方法により，交通機能
低下時における事業所の回復過程を推計する。 9
事業所について回復過程を推計しており，呉市
（ 1），呉市（ 3），福山市の例を図10に示す。通
行止め等が生じた後の月曜日である 7月 9日を 0
日目として，交通機能の推計結果も同時に示した。
呉市全域において，各道路の通行止めが生じてい
るものの，初めの一週間は，呉市（ 1）で0.6程度，
呉市（ 3）で0.4程度の交通機能の指標を維持して
いる。一方，そのような状況でも売上水準は 0と
なっている。時間の経過とともに，交通機能の指
標が0.8程度に回復した時期と合わせて，売上水
準が0.25～0.5まで回復している。その後は，呉市
（ 1）では交通機能の指標が0.9～1.0を推移し，約
70日目に，売上水準が元の水準となる1.0に回復
している。アンケートの自由記述によると，約70
日目に渋滞が解消し元の水準に回復したとあり，
呉市内での渋滞対策の効果と考えられる。呉市
（ 3）では交通機能の指標が0.8程度まで回復後，
0.6～0.9を推移しており，そのような状況下であ
るが，売上水準は徐々に回復している。また，福
山市では，約 1週間程度で付近の通行止めが解消
し，同時期に交通機能の指標は1.0以上に回復し，
売上水準も1.0まで回復している。
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　事業所の回復と交通機能の回復の時期には，一
部で不整合が見られる。売上水準は各事業所の回
復過程を示したもので，従業員の居住地や取引先
の場所によって，影響を及ぼす道路が異なる。一
方で，交通機能の指標は広域的な道路ネットワー
ク全体の指標となっており，これらの差異により
両者の回復の時期は一致していないものと考えら
れる。

3. 3　交通レジリエンスファクターの推計
　以下で，3. 1 及び 2により求めた交通機能の指
標の回復過程及び事業所の回復過程から，2. 4 に
示す方法により交通に関するレジリエンスファク
ターを推計した。図11は， 9事業所における，複
数の時間断面における交通機能低下時の事業所の
売上水準をプロットしたものである。なお，交通
機能の指標が1.0を上回る場合は，便宜的に1.0に
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図10　事業所回復過程の推計例

（a）呉市（ 1）

（b）呉市（ 3）

（c）福山市
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変換している。また，パラメータの推計結果を表
2に示す。同時に，図11に，推定値の95％信頼区
間を示す。モデルの特性として，信頼区間の上端，
下端を示す曲線も交通機能の指標が 1に回復する
と，事業所の売上水準が 1に回復するようになっ
ている。
　図11より，交通機能が0.4程度に低下すると，
売上水準はほぼ 0になることがわかる。ATC-251）

では，高速道路が使用できない場合，操業水準が
各産業で平均して0.3程度（0.1：木材・木製品製
造業～0.6：建設業）に低下すると示されている。
呉市の事例では，高速道路が使用できない 1週間
程度の期間も一般道やう回路により道路ネット
ワークは機能しており，平均して0.6程度の交通
機能は確保されていた。一方で，ATC-251）は専門
家に対するアンケートであり，このような一般道
等が機能している影響を十分に考慮できていない
可能性がある。
　また，ある事業所にとっては移動が不可能な状

況であっても，道路ネットワーク全体で見ると何
らかの交通量が生じており，今回作成した交通機
能の指標は 0にならない。アンケートの自由記述
によると，交通機能が0.6以下の状況で，事業所
によっては移動が不可能な状況が生じ，操業水準
や売上水準が 0となることがあった。図11に示す
パラメータの推計結果によると，交通機能が0.6
の場合の売上水準は0.1程度であり，ATC-251）に
おける高速道路のみが使用できない場合の操業水
準である0.3と近い結果となった。

4 ．まとめ
　本論文では，携帯電話の位置情報を基に，広域
的な道路ネットワーク全体の交通の状態を推計す
るための代理指標（交通機能の指標）を作成した。
非住民の流入人口に着目したもので，道路ネット
ワークの寸断が広範囲かつ長期に及んだ平成30年
7 月豪雨において，道路ネットワークの回復過程
と整合性があることを確認した。さらに，事業所
アンケートから，交通被害のみによる回復過程を
抽出した。これらを基に，事業所の回復過程と交
通機能の指標の回復過程の関係を定式化した。そ
の結果，交通機能低下時の売上水準をモデル化し，
交通のレジリエンスファクターを推計することが
できた。本モデルによると，交通機能の指標が0.4
程度に低下すると，売上水準はほぼ 0になること
が示され，交通機能の低下が事業所の売上に大き
な影響を及ぼしていることが定量的に示された。
また，交通機能の指標が0.6程度のときに，事業
所にとって移動が不可能になる状況が生じ，この
ような条件下では先行研究である ATC-251）が想
定している条件と近いと考えられる。この場合，
ATC-251）では操業水準が0.3程度である。今回の
推計結果では0.1となり，比較的近い結果が得ら
れたことから，今回の結果の妥当性を確認するこ
とができた。
　今後，これらの結果を基に，平成30年 7 月豪雨
により被害を受けた地域のメッシュにおいて交通
機能の指標を算出し，さらに他のライフライン被
害等の影響も含めて，水害により被害を受けた事
業所の売上回復過程を推計し，経済被害の推計に

表 2　モデルの推計結果

パラメータ w －5.685
（1.068）

***

標本数 N 52
R2 0.357
F検定統計量 28.310***

（注）1．*10％有意，** 5 ％有意，*** 1 ％有意。
　 　 2．（　）内の数値は標準偏差を示す。
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図11　レジリエンスファクターの推計結果
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役立てる予定である。後述する課題にも示すよう
に，本指標は実際の交通インフラ被害以外にも
様々な影響を含んでいる可能性があり，個別にこ
れらを考慮する場合は，経済被害の二重計上にも
注意して分析を進めていきたい。
　一方で，本研究を通じて，交通機能の指標，ラ
イフラインレジリエンスファクター，交通インフ
ラ被害に関して，表 3に示すような課題が明らか
となっており，これらについても引き続き検討を
進めていきたい。
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要　　旨

　ライフラインの途絶時において残存する企業の生産能力は，ライフラインレジリエンスファ
クターと呼ばれ，経済影響評価の基礎的な指標となってきた。本指標は，ライフライン途絶に
対する企業の生来的な耐性や適応能力を示しており，事業内容によっても異なる。本研究では，
これまでの調査では十分に調査及び定量化されてこなかった道路機能低下に対するレジリエン
スファクターを推計したものである。携帯電話の位置情報及び事業所アンケートを基に，平成
30年 7 月豪雨における交通機能及び事業所の売上水準が回復する過程を推計し，これらの関係
をモデル化したものである。モデル化の結果，交通機能が 4割程度に低下すると，事業所の売
上水準が 0まで低下することが示された。
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